
事業番号 - - -

（ ）

446 5,140 2,631 12,852

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 4年度活動見込

予算額（百万円）／法人数
（なお、各法人が各々異なる取組を行っており、一律に単
位当たりコストを算出することが必ずしもなじまないことに

留意が必要）

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

各国立大学法人における教
育研究活動の安定的、継続
的な運営の実施

交付法人数
活動実績 法人 90

計算式
　予算額（百
万円）/法人
数

1,097,501/90 1,085,812/89 1,081,655/89 1,091,486/86

単位当たり
コスト 百万円 12,194 12,200 12,153 12,691.7

86

活動内容
（アクティビ

ティ）

各法人がそれぞれの中期目標・中期計画に基づき、人材の確保や教育研究環境の整備を行うための基盤的経費として措置。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位

令和４年度第２次
補正予算内訳
（単位：百万円）

歳出予算目
令和４年度

第２次補正予算

国立大学法人運営費交付
金

12,852

89 89 - -

当初見込み 法人 90 89 89 86

令和元年度

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

100% 100% 100%

執行率（％） 100% 100% 100%

執行額 1,097,501 1,085,812 1,081,655

計 12,852

主な増減理由

予算
の状
況

当初予算 1,097,055 1,080,672 1,079,024 1,078,634

令和４年度
第２次補正予算

計 1,097,501 1,085,812 1,081,655 1,091,486

予備費等 - - -

翌年度へ繰越し - - -

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　平成１６年度の国立大学法人化以降、国立大学法人の教育研究の特性に配慮するとともに、教育研究の活性化につなげるため、全ての法人が安定的・継
続的に運営を行うための基盤的な経費として「国立大学法人運営費交付金」を措置。
　平成２８年度からの第３期中期目標期間においては、各法人の機能強化の方向性に応じた取組をきめ細かく支援するため、予算上、「３つの重点支援の枠
組み」を創設して重点支援を行った。さらに令和元年度予算から新たに「成果を中心とする実績状況に基づく配分」を導入し、客観・共通指標による配分を実施
している。令和４年度からの第４期中期目標期間においては、客観・共通指標に基づく配分をより実効性ある仕組みとすることで一層の経営改革を促進する。
また、各国立大学が担う特有のミッション実現のために必要な取組を支援する。

実施方法 交付

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

主要政策・施策
科学技術・イノベーション、子ども・若者育成支援、地方
創生

主要経費 文教及び科学振興

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　各国立大学法人は、我が国の学術研究と研究者等の人材養成の中核的機関としての機能を担うほか、全国的に均衡のとれた配置により、地域の教育、文
化、産業の基盤を支え、学生の経済状況に左右されない進学機会を提供している。
　各法人が各々の中期目標・中期計画に定められた教育研究活動等を継続的・安定的に実施するため、運営に必要な経費を措置し、教育研究の充実と活性
化を図る。

国立大学法人支援課
国立大学法人支援課長
平野　誠

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

国立大学法人法（平成15年法律第112号）第35条におい
て準用する独立行政法人通則法（平成11年法律第103
号）第46条

関係する
計画、通知等

第４期中期目標期間における国立大学法人運営費交付金の
在り方について審議まとめ（令和3年6月）
成長戦略実行計画
(令和3年6月18日閣議決定)
経済財政運営と改革の基本方針2021
(令和3年6月18日閣議決定)
統合イノベーション戦略2021
(令和3年6月18日閣議決定）
第4期中期目標（令和4年2月28日文部科学大臣提示）
第4期中期計画（令和4年3月30日文部科学大臣認可）
国立大学法人の戦略的な経営実現に向けて～社会変革を駆
動する真の経営体へ～ 最終とりまとめ（令和2年12月）
国立大学改革方針（令和元年6月）
国立大学経営力戦略（平成27年6月）
国立大学改革プラン（平成25年11月）
大学改革実行プラン（平成24年6月）

12,852

前年度から繰越し - - - -

事業名 国立大学法人の運営に必要な経費 担当部局庁 高等教育局 作成責任者

事業開始年度 平成16年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

2022 文科 21 0160

令和4年度第２次補正予算行政事業レビューシート 文部科学省



　各法人は、我が国の学術研究と研究者等の人材養成の中
核的機関としての機能を担うほか、全国的に均整のとれた配
置により、地域の教育、文化、産業の基盤を支え、学生の経
済状況に左右されない進学の機会を提供している。
　また、各法人の強み・特色、社会的役割を踏まえた意欲的な
教育研究組織整備など、国立大学法人の更なる機能強化の
促進を図る取組を支援することで、第3期中期目標期間（平成
28年度～令和3年度）における国立大学改革を一層加速させ
る本事業は、国が行うべき優先度の高い事業である。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事
業か。

○

各法人が、地域のニーズ等を踏まえ、各々の中期目標・中期
計画に定める教育研究活動等を継続的・安定的に実施する
ための経費として必要かつ適切な事業である。
　また、各法人の強み・特色、社会的役割を踏まえた意欲的な
教育研究組織整備など、国立大学法人の更なる機能強化の
促進を図る取組を支援することで、国立大学改革を一層加速
し、我が国の高等教育と学術研究の水準向上と発展をより一
層推進する本事業は、政策体系の中で優先度の高い事業で
ある。

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

　各法人が、地域のニーズ等を踏まえ、各々の中期目標・中
期計画に定める教育研究活動等を継続的・安定的に実施す
るための経費である。
　また、社会環境の急激な変化の中で、知識基盤社会の中核
的拠点として全国に配置された国立大学法人が、「社会変革
のエンジン」として社会から求められる期待に応えるため、各
法人の強み・特色、社会的役割を踏まえた意欲的な教育研究
組織整備など、各法人の更なる機能強化の促進を図る取組
を支援する本事業は、国民や社会のニーズを的確に反映して
いる。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

新
経
済
・
財
政
再
生

計
画
改
革
工
程
表

2
0
2
1

取組
事項

分野： 文教・科学技術  １．少子化の進展を踏まえた予算の効率化と教育の質の向上

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/031223_divided/report_211223_2_2.pdf

該当箇所 ９４～９６ページ

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

政
策
評
価

政策
４．個性が輝く高等教育の振興
８．科学技術イノベーションの基盤的な力の強化

施策
４-１．大学などにおける教育研究の質の向上
８-２．基礎研究・学術研究の振興

政策評価書
URL

４-１：https://www.mext.go.jp/content/20210922-mxt_kanseisk02-
000017742-4_1.pdf
８－２：https://www.mext.go.jp/content/20220829-mxt_kanseisk01-
000024706-04.pdff

該当箇所
４-１：８ページ
８-２：５ページ

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

国立大学法人等の令和２年度評価結果について（令和3年12月1日国立大学法人評価委員会）
指定国立大学法人の令和２年度評価結果について（令和3年12月1日国立大学法人評価委員会）

100 - - -

89 89 - - -

目標値 法人 90 89 89

令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 3 年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度

国立大学法人法に基づく国
立大学法人評価委員会に
よる業務実績に関する評価
において、全法人が、自ら
定めた中期目標に掲げる
「法人の基本的な目標」に
則して、計画的に取り組ん
でいると認められることを目
標とする。

国立大学法人法に基づく国
立大学法人評価委員会に
よる業務実績に関する評価
において、自ら定めた中期
目標の前文に掲げる「法人
の基本的な目標」に則して、
計画的に取り組んでいると
認められる法人数

（※令和3年度の成果実績
については、国立大学法人
法に基づく国立大学法人評
価委員会による業務実績に
関する評価を令和4年11月
頃に公表予定であるため数
値を「-」としている。）

成果実績 法人

- 89

達成度 ％ 98.9



整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○
　各法人が各々の中期目標・中期計画に定める教育研究活
動等を継続的・安定的に実施するための経費であり、有効性
の高い事業となっている。

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

-
事業番号 事業名

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○
各法人が各々の中期目標・中期計画に定める教育研究活動
等を継続的・安定的に実施するための経費であり、有効性の
高い事業となっている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

‐ -

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
各法人が各々の中期目標・中期計画に定める教育研究活動
等を継続的・安定的に実施するための経費であり、見込みに
見合った活動実績となっている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

各法人の支出先の選定については、各法人の会計規程等に
従った一般競争入札等を行っており、その妥当性や競争性を
確保しているところ。
　また、経費執行においても、各法人の会計規程等に従い、
適正・公正な執行管理に努めている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○

本事業は、各法人が、地域のニーズ等を踏まえ、各々の中期
目標・中期計画に定める教育研究活動等を継続的・安定的に
実施するための経費であり、一定のルールの下、各法人が行
う教育研究の確実な実施に必要な支出額及び授業料収入等
の自己収入額を見積もることにより交付額を算定しており、妥
当である。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○

各法人の支出先の選定については、各法人の会計規程等に
従った一般競争入札等を行っており、その妥当性や競争性を
確保しているところ。
　また、経費執行においても、各法人の会計規程等に従い、
適正・公正な執行管理に努めており、資金の流れの中間段階
での支出は合理的なものとなっている。

競争性のない随意契約となったものはないか。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

本事業は、各法人が、地域のニーズ等を踏まえ、各々の中期
目標・中期計画に定める教育研究活動等を継続的・安定的に
実施するための経費であり、一定のルールの下、各法人が行
う教育研究の確実な実施に必要な支出額及び授業料収入等
の自己収入額を見積もることにより交付額を算定しており、妥
当である。

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ‐ 各法人の支出先の選定については、各法人の会計規程等に
従った一般競争入札等を行っており、その競争性を確保して
いるところ。一方で、入札公告期間を可能な限り長く確保する
などしているにもかかわらず、業務や契約内容等により一者
応札となる場合があるので、必要に応じて、そうした状況が改
善されるよう検討を行う。また、経費執行においても、各法人
の会計規程等に従い、適正・公正な執行管理に努めている。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○

各法人の支出先の選定については、各法人の会計規程等に
従った一般競争入札等を行っており、その妥当性や競争性を
確保している。
　経費執行においても、各法人の会計規程等に従い、適正・
公正な執行管理に努めている。



-

※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

令和3年度 2021 文科 20 0163

令和2年度 文部科学省 0151

平成30年度 153

令和元年度 文部科学省 0146

平成28年度 137,新29-0023

平成29年度 140

平成26年度 148

平成27年度 137

平成24年度 190

平成25年度 145

備考

本事業は、国立大学法人全体として事業の評価を行う必要があるため、個別に切り分けることが困難であり１事業としている。

【H30秋レビュー指摘事項】
○人事給与マネジメント改革において、実際の若手教員の確保状況など客観的な成果指標（アウトカム）を設定した上で、適切に評価・検証していくことが必要。○外
部資金などの資金調達の多様化を進めていくとともに、国立大学運営費交付金については限られた予算の中で、より一層のメリハリ付け・有効活用を図っていくこと
が必要。○客観的評価により配分する予算シェアを抜本的に増やすべき。あわせて重点３分野に基づく評価の在り方を抜本的に見直す必要。教育研究の成果（アウ
トカム）についても質の高い論文数など共通指標を設定し、厳格な第三者において定量的・相対的評価を行い、大胆に配分を見直す仕組みを導入すべき。○学長裁
量経費については、学長のリーダーシップに基づく改革の取組が行われているか確認できるよう、学長裁量経費の使途と目的について透明性及び説明責任を確保
すべき。○学内の予算配分に当たっては、学部・学科などのセグメント別の予算・決算を管理し、教育・研究成果を評価した上で行うべき。

【R1予算執行調査指摘事項】
○教員の授業時間数や論文数といった教育研究活動の状況について、大学間で格差が生じている状況。○教育研究活動の実績が明らかでない教員が相当程度存
在しており、教育研究の質の向上の観点から、より実効的に各大学自ら人事マネジメントを見直していくことが必要。その際、雇用継続や任期制教員の任期延長に活
用するといった業績評価の在り方も改善していくことが必要。○本務教員の採用のうち、50歳以上の割合は上昇傾向。○ほぼ全ての分野において、大学自らシニア
層を以前よりも積極的に採用している状況にあるため、若年層の採用を積極化させるなど、大学自ら従来の人事慣行を見直すことで改善できる余地が大きい。
⇒以上を踏まえれば、運営費交付金等の配分に相対評価のメカニズムを活用するなどし、こうした改革に取り組む大学を重点的に支援していくことが必要。

【指摘事項への対応】
①各大学における教育研究の安定性・継続性に配慮しつつ改革インセンティブを向上させるため、令和元年度予算において、運営費交付金の基幹経費のうち700億
円を対象に共通指標（会計マネジメント改革の推進状況、教員一人当たり外部資金獲得実績、若手研究者比率、運営費交付金等コスト当たりトップ10%論文数、人事
給与・施設マネジメント改革の推進状況）に基づく客観性の高い評価・資源配分の仕組みを新たに導入。②令和2年度予算において、令和元年度に活用したマネジメ
ントに関する指標に加え、教育研究や学問毎の特性を反映した客観・共通指標を新たに適用させるとともに、令和2年度から令和3年度にかけて配分基礎額（850億
円→1,000億円）及び再配分率（±15%→±20%）をさらに拡大することにより、改革に取り組む大学への重点支援を強化することとした。③人事給与マネジメント改革を
共通指標に導入し、また平成31年2月に「国立大学法人等人事給与マネジメント改革に関するガイドライン」を策定。④会計マネジメントの推進状況（学部・研究科ごと
の予算決算の管理状況及びそれらの学内予算配分への活用状況等）を客観的な共通指標の一つとして活用。⑤学長裁量経費について、広く社会に対してその使途
や成果について説明責任を果たすため、平成30年度、令和元年度における学長裁量経費を活用した業務運営の改善の実績や教育研究活動等の状況について、確
認・評価を実施。また、他大学のモデルとなるような取組について、各大学に事例を紹介・公表する等により、透明性及び説明責任を確保。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 170

事業概要

3,346,354百万円（令和３年度決算ベース）

文部科学省

1,081,655百万円

国立大学法人が行う業務の一部に充てるため運営費
交付金を交付

〔交付〕（全８６件）

【A】国立大学法人運営費交付金

1,081,655百万円（運営費交付金）



支出先上位１０者リスト

A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

- - -

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - -

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

- - -10
国立大学法人広島大
学

1240005004054
本法人が行う教育研究活動
等の業務

25,248
運営費交付金

交付

-

9
大学共同利用機関法
人自然科学研究機構

5012405001823
本法人が行う教育研究活動
等の業務

25,816
運営費交付金

交付
- - -

- -

8
国立大学法人筑波大
学

5050005005266
本法人が行う教育研究活動
等の業務

36,098
運営費交付金

交付
- -

- - -

7
国立大学法人北海道
大学

6430005004014
本法人が行う教育研究活動
等の業務

36,627
運営費交付金

交付
-

6
国立大学法人九州大
学

3290005003743
本法人が行う教育研究活動
等の業務

39,201
運営費交付金

交付

-

5
国立大学法人東海国
立大学機構

3180005006071
本法人が行う教育研究活動
等の業務

41,457
運営費交付金

交付
- - -

- -

4
国立大学法人大阪大
学

4120905002554
本法人が行う教育研究活動
等の業務

45,133
運営費交付金

交付
- -

- - -

3
国立大学法人東北大
学

7370005002147
本法人が行う教育研究活動
等の業務

48,007
運営費交付金

交付
-

2
国立大学法人京都大
学

3130005005532
本法人が行う教育研究活動
等の業務

57,610
運営費交付金

交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
国立大学法人東京大
学

5010005007398
本法人が行う教育研究活動
等の業務

83,538
運営費交付金

交付
- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

計 3,346,354 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

教育経費 教育に要する経費 173,095

一般管理費 管理運営に要する経費 174,042

人件費（附属
病院以外）

教職員に対する給与等に関する経費 1,009,032

受託研究費等
受託研究及び共同研究の実施に要する経
費

284,659

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご

とに最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

A.国立大学法人（令和３年度決算ベース） B.

費　目 使　途
金　額

(百万円）

診療経費
附属病院における診療に要する経費（附属
病院の人件費を含む）

1,392,309

研究経費 研究に要する経費 313,217
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